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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 浅 香 　 文 昭
問合せ先責任者 役 職 名 経 営 管 理 部 長

氏 名 岸 木 　 雅 彦 Ｔ Ｅ Ｌ(     )06 6222－5432

中間決算取締役会開催日 平 成 15年 11月 19日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平 成 15年 12月 10日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 15年 9月中間期の業績 （平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期        9,067     2.4         374    10.7         385    13.0
14年 9月中間期        8,852     3.2         338－          340－

15年 3月期       17,885－          672－          666－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

15年 9月中間期          188   △37.3           6.73
14年 9月中間期          301－          10.75

15年 3月期          370－          12.56

(注 )1.期中平均株式数 15年 9月中間期     28,007,097株 14年 9月中間期     28,017,530株
15年 3月期     28,013,733株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )15年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
15年 9月中間期           1.50－ 特別配当 － 円－銭
14年 9月中間期 － －

15年 3月期 －           3.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期       20,851       10,812     51.9        386.09
14年 9月中間期       21,033       10,459     49.7        373.36

15年 3月期       21,101       10,593     50.2        378.23

(注 )1.期末発行済株式数 15年 9月中間期     28,006,014株 14年 9月中間期     28,014,216株
15年 3月期     28,007,781株

2.期末自己株式数 15年 9月中間期         15,454株 14年 9月中間期          7,252株
15年 3月期         13,687株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       18,200         780         400          2.50          4.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          14円28銭

【 注 １ 】 上 記 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て い ま す 。
【 注 ２ 】 上 記 予 想 は 現 状 で の 見 通 し で あ り 、 今 後 の 状 況 変 化 に よ っ て は 異 な る 業 績 結 果 と な る こ と
　 　 　 　 も 予 想 さ れ ま す の で ご 了 解 願 い ま す 。 な お 、 詳 細 は 添 付 資 料 の ６ ペ ー ジ を ご 参 照 下 さ い 。



中　間　貸　借　対　照　表

(単位：百万円）

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　債　及　び　資　本　の　部

　　　　　期別 前中間期末 当中間期末(A） 前期末(B) 増減 　　　　　期別　 前中間期末 当中間期末(A） 前期末(B) 増減

14.9.30現在 15.9.30現在 15.3.31現在 （A）－（B） 14.9.30現在 15.9.30現在 15.3.31現在 （A）－（B）

21,033 20,851 21,101 △249 10,574 10,038 10,507 △468 

9,714 9,680 9,974 △294 6,573 6,690 6,507 183 

768 921 708 213 273 145 205 △59 

3,860 3,536 4,202 △666 3,185 3,073 3,224 △151 

1,791 1,963 1,947 16 1,900 1,300 1,500 △200 

40 40 40 0 

1,387 1,367 1,286 80 

525 368 491 △122 81 212 165 46 

1,093 1,031 1,068 △37 102 136 121 14 

116 178 152 26 7 287 198 88 

136 272 81 190 89 61 135 △73 

△4 △0 △4 3 26 4 11 △7 

11,318 11,171 11,126 45 25 25 21 4 

8,462 8,029 8,155 △126 320 340 360 △20 

建 物 2,553 2,503 2,528 △25            - 1 1 0 

構 築 物 340 307 322 △14 4,000 3,348 4,000 △652 

機 械 装 置 3,872 3,518 3,615 △96 1,698 595 1,418 △822 

車 両 運 搬 具 18 15 15 0 2,195 2,671 2,457 213 

工具 器具 備品 101 106 96 10 106 81 124 △43 

土 地 1,576 1,576 1,576            -

22 20 19 1 10,459 10,812 10,593 219 

電話加入権等 22 20 19 1 4,062 4,062 4,062            -

2,833 3,121 2,951 170 3,435 3,435 3,435            -

投資 有価 証券 643 729 613 116 3,435 3,435 3,435            -

関係会社株式 1,143 1,207 1,147 59 2,971 3,127 3,040 86 

長 期 貸 付 金 25 21 23 △1 359 359 359            -

長期 前払 費用 0 6 0 5 

繰延 税金 資産 861 998 1,009 △11 

その他 投 資等 159 157 157 0 97 95 97 △2 

貸 倒 引 当 金 △1            - △1 1 2,150 2,250 2,150 100 

△9 189 56 133 

△1 △2 △2 △0 

21,033 20,851 21,101 △249 21,033 20,851 21,101 △249 

542 

30 

403 334 391 

0 

△11 

560 560 1,102 

合計

退 職 給 付 引 当 金

投資その他の資産

損 失 準 備 金

利益剰余金

海 外 投 資 等

無形固定資産

合計

その他有価証券評価差額金

自己株式

資　 本 　金

資 本 準 備 金

別 途 積 立 金

中 間 未 処 分 利 益

又 は 当 期 未 処 分 利 益

圧 縮 記 帳 積 立 金

その他 流動 負債

有形固定資産

長 期 借 入 金

固定負債

賞 与 引 当 金

(資本の部）

未 払 法 人 税 等繰 延 税 金 資 産

未 払 消 費 税 等その他 流動 資産

役員退職慰労引当金

前 受 金貸 倒 引 当 金

預 り 金固定資産

製 品 長 期 借 入 金

材 料 ・貯 蔵 品 未 払 金

　科目 　科目

(資産の部） (負債の部）

流動資産 流動負債

受 取 手 形 買 掛 金

現 金 預 金 支 払 手 形

売 掛 金 短 期 借 入 金

31 30 

資本剰余金

利 益 準 備 金

有 価 証 券 一 年 以 内 返 済

仕 掛 品 未 払 費 用

－１６－



中　間　損　益　計　算　書

(単位：百万円）

前中間期(B) 当中間期(A) 増減 増減率 前期

14.4.1～14.9.30 % 15.4.1～15.9.30 % (A)－(B) (%） 14.4.1～15.3.31 %

〔経　常　損　益 〕

営業損益

8,852 100.0 9,067 100.0 215 2.4 17,885 100.0

7,289 7,401 111 14,726 

1,224 1,292 67 2,486 

　営業利益又は営業損失(△)営 業 利 益 338 3.8 374 4.1 36 10.7 672 3.8

営業外損益

営業外収益 41 40 △0 72 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2 7 5 2 

そ の 他 収 益 39 32 △6 69 

営業外費用 38 29 △8 79 

支 払 利 息 25 18 △7 49 

そ の 他 費 用 13 11 △1 29 

経 常 利 益 340 3.8 385 4.2 44 13.0 666 3.7

〔特　別　損　益 〕
特別利益 7 20 13 7 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 7 5 △2 7 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 -　 15 15 -　

特別損失 111 33 △77 405 

固 定 資 産 売 却 損 -　 -　 -　 1 

固 定 資 産 除 却 損 55 33 △22 109 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 52 -　 △52 290 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2 -　 △2 4 

7 289 281 199 

△72 △106 △33 △302 

33 203 169 33 

473 百万円 430 百万円 △42 百万円 958 百万円

2.12.1 △112 △37.3 370 

403 

236 2.7 371 4.1 135 57.1 267 1.5

減 価 償 却 実 施 額

334 391 

(注）有形固定資産

中 間 未 処 分 利 益
又 は 当 期 未 処 分 利 益

売 上 高

　　　科目

　　　　　　　　　　　期別

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

税 引 前 中 間 純 利 益
又 は 税 引 前 当 期 純 利 益

57 

中 間 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

又 は 当 期 純 利 益
301 3.4 188 

－１７－



(中間財務諸表作成の基本となる重要な事項）

1. 資産の評価方法及び評価基準
・ ・ ・ ・ ・総平均法による原価法
・ ・ ・ ・ ・満期保有目的債券　　　　…　償却原価法（定額法）

子会社及び関連会社株式　…　移動平均法による原価法　
その他有価証券
　　時価のあるもの       　…　中間決算日の市場価格等に基づく時価法

　　時価のないもの　　　…　移動平均法による原価法
2. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ・ ・ ・ ・定率法〔建物(建物附属設備を除く）のみ定額法 〕
無形固定資産 ・ ・ ・ ・定額法

3. 引当金の計上基準
・ ・ ・

・ ・ ・支給見込額
・ ・ ・

会計基準変更時差異 … 15年による均等額を費用処理
過去勤務債務 … 発生年度に全額を処理
数理計算上の差異 … ５年による定額法により翌期から費用処理

・ ・ ・役員退職慰労金規程に基づく中間期末要支給額
4. 外貨建資産負債の換算基準 ・外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しています。
5. ・ ・ ・

6. ・税抜方式によっています。

(注　記　事　項）
前 中 間 期 当 中 間 期 前　　　　期

1. 有形固定資産の減価償却累計額 百万円 百万円 百万円
2. 保証債務 百万円 百万円 百万円
3. 受取手形割引高 百万円 百万円 百万円
4. 担保に供している資産 (有形固定資産：工場財団） 百万円 百万円 百万円
5. 子会社との取引高

百万円 百万円 百万円
百万円 百万円 百万円
百万円 百万円 百万円

778
52

仕 入 高
営業取引以外の取引高

476
26

349
23

売 上 高 107

役員退職慰労引当金

20,906
974
450

リー ス取 引 の 処 理

消費税等の会計処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっています。

201

21,160

退職給付引当金

たな卸資産
有 価 証 券

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

一般債権　      　 …　貸倒実績率
貸倒懸念債権等　…　回収不能見込額

　　　　　　                    　　　　　（評価差額＝全部資本直入法、売却原価＝移動平均法）

99

当中間期末において発生していると認められる額（当期末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づく）

21,055
828

3,387 4,2184,103

821
120　　　　－

－１８－


